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請求項目  

 

1）Palver-3の使用は国際法違反であった。 

 

2）Argyliamは Iriord-8の破壊に対して賠償責任を負う。 

 

3）Koligianによる Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、国際法に違反し

ない。 

 

4）Koligianは Palver-2の破壊に対して賠償責任を負わない。 
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事実概要 

Argyliam国（以下「A国」）と Koligian 国（以下「K国」）の両国は、国連憲

章、条約法に関するウィーン条約、および宇宙に関する国連 5 条約の締約国であ

る。 

小さな島国である A国は、2031 年 1月 1日、3機から成る Palver衛星群を地表

高度 200kmに配備し、宇宙レーザー防衛システムとして運用していた。同年 3 月 

31 日、A国は Kassof国に登録され高度 210kmに配備されている EVGA-1607衛星

による「スパイ活動」を断定し、Kassof国が A国 との友好関係を強く望んでいた

にもかかわらず、当該衛星に向けてレーザー光線を照射するよう Palver-3に命じ

た。レーザーの照射の際ターゲティングデータとして参照されたのは、K国に登

録されている宇宙状況監視サービスプロバイダーの Charalg社が提供していたもの

であった。もっとも、同社との契約は宇宙空間における物体の衝突を回避するの

に必要な情報を取得するために交わされていたものであった。 

K国は、民間宇宙産業の振興を十数年来促進し奨励してきた、歴史ある宇宙活

動国であった。Palver-3の照射したレーザーは EVGA-1607 を完全に通り過ぎて、

K国が運用していた低軌道通信衛星 Iriord-8 に照射され、同衛星の電子部品を損傷

させた。これにより同衛星は大気圏に突入して完全に燃え尽き、K国の経済、イ

ンフラ、国家サービスへの重大な被害を引き起こした。その後、K国による非難

にもかかわらず、A国はかかる侵略的な軍事宇宙活動を停止することはなかっ

た。 

同年 5 月 10 日、Palver-2 がレーザー光線をアクティブ化させたまま制御不能と

なり、国際的な共同事業体で運営され K国登録の衛星を含む 150機の衛星群が配

備されている高密度の軌道に向かい始めた。同衛星は同年 5 月 13 日にこの軌道に

配備される予定だった。 

翌日 K国等が緊急措置を要求したものの、A国の宣言するリブースト計画は、

未だ打ち上げられておらず宇宙で実験もされていないものであった。同日夕刻、K

国は Palver-2 に照準を合わせて ASATミサイルを発射し、命中させた。生じた破

片による他の衛星への被害はない。 
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主張概要 

 

I: 

(i) Palver-3の使用は、武力不行使原則に反し、また宇宙条約 1条第 2文及び 9

条第 1文に違反する。 

(ii) Palver-3の使用は、対抗措置として正当化されない。 

 

II: 

(i) Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、国際慣習法上の賠償責任を負う。 

(ii) Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、宇宙損害責任条約 3条に基づき賠償責

任を負う。 

 

III: 

(i) Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、宇宙条約 8条第 1文及び 9条

第 1文に違反しない。 

(ii) Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、緊急避難として正当である。 

 

IV: 

(i) Koligianには国際違法行為が存在しないため、Palver-2の破壊に対して賠償

責任を負わない。 

(ii) ASATミサイルの使用が緊急避難により正当化される場合おいても、賠償

責任を負わない。 
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主張詳細 

I. Palver-3の使用は国際法違反であった。 

A. Palver-3の使用は、宇宙空間における武力不行使原則（宇宙条約 3条、国際

連合憲章 2条 4項）に反する。 

 国際連合憲章（以下、国連憲章）2条 4項は、国際関係において武力の行使を

禁止しており（武力不行使原則）、同原則は国際慣習法である1。そして、宇宙

条約 3条は、宇宙空間の探査及び利用における活動が、国連憲章を含む国際法

に従って行わなければならないことを定める。そのため、国際法上、宇宙空間

における武力の行使は禁止される2。 

 Palver-3の使用は、登録国として宇宙条約 8条に基づき Kassofが管轄権を有す

る EVGA-1607に対して、Argyliam国防大臣の指示の下行った行為であるから、

「国際関係において」行われたものといえる。では、Palver-3の使用は、「武力

の行使」に当たるか。 

「武力の行使」は、政治的・経済的強制を含まず、軍事力の行使に限定され

る3。しかし、いかなる行為がこれに当たるかにつき、合意された明確な基準は

存在していない。そこで、当該行為のもたらす物理的効果の性質や重大性、そ

の二次的な影響、当該行為の意図、当該行為の対象物など諸般の事情を考慮す

ると4、国家実行や国際裁判例に鑑みて、Palver-3の使用は、武力の行使に当た

ることを主張する。ICJは武力不行使原則が「使用される武器の如何にかかわら

ず」適用されるとしており5、軍事力の概念を伝統的に軍隊が使用する手段に限

定せず、その効果に重点を置いて判断している6。また、カンボジア軍が機関銃

等を用いて米国籍の船を拿捕したマヤグエース号事件では、当該行為は武力の

行使に該当すると判断された一方、デンマーク当局が領海に侵入した英国籍船

を無警告砲撃の上拿捕したレッド・クルセーダー号では、武力不行使原則違反

 
1 Military and Paramilitary Activities in and against Nicaragua (Nicaragua v. United 

States of America), Judgment, ICJ Reports, (1986). paras.187-191. 
2 Breccia, Pierfrancesco. "Article III of Outer Space Treaty and Its Relevance in the 

International Space Legal Framework." Proceedings of the International Institute of 

Space Law, 59, 2016, p.20. 
3 Bruno Simma, “THE CHARTER OF THE UNITED NATIONS: A COMMENTARY”, 

(2002), p.117-118 
4 Erin Pobjie, “The Meaning of Prohibited ‘Use of Force’ in International Law”, Max 

Planck Institute for Comparative Public Law & International Law, Vol.2022(7), (2022). 
5 Legality of the Threat or Use of Nuclear Weapons, Advisory, ICJ Reports, (1996), 

para.39. 
6 Marc Weller, “The Oxford Handbook of the Use of Force in International Law”, 

(2015), p.576. 
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について主張・審議されなかった7。両事例では、行為の物理的効果は比較的重

大ではない点で共通するが、前者では、その政治的背景から敵対的意図が明確

であったと判断され、武力行使該当性が肯定されたといえる。さらに、イラク

情報機関による米国大統領の暗殺未遂では、効果が現実化せず潜在的なものに

とどまっているが、かかる暗殺未遂は国家と密接な関係を有する標的に向けら

れたものであるから、武力の行使に当たると解釈されている8。 

本件において、Argyliam国防大臣は、Palver-3からレーザー光線を照射するこ

とで、EVGA-1607のセンサーを”dazzle”及び”blind”することを命じた 。実際に

は、レーザー光線は EVGA-1607を通り過ぎ、EVGA-1607への損害は発生して

おらず、物理的効果は潜在的なものにとどまっているが、このことによって武

力の行使への該当性は否定されない。まず、EVGA-1607は Kassofが管轄権を有

することから、Argyliamの行為は、Kassofという国家と密接な関係を有する物

体に向けられている。かかる行為の物理的効果は、目標物に直接的に作用する

性質を有し、また、一般的な用語法を踏まえると、”dazzle”とは一時的なセンサ

ーの機能の妨害を、”blind”とはセンサーの機能に永続的な障害をもたらすこと

を意味すること9 、Argyliamにとって軌道上でのセンサー修理が技術的に困難で

あることを鑑みると、永続的・非可逆的な性質を有する。センサーが機能不全

に陥り、観測ができなくなるという重大な効果を発生させるだけでなく、内部

の他の機器に損傷が生じ、衛星のコントロールが失われデブリ化する可能性も

ある。さらに、観測データが収集できなくなることにより、EVGA-1607が商業

目的であれ、軍事目的であれ、地上の Kassof国民に二次的な影響をも発生させ

得る。また、Argyliamと Kassofが 2027年まで長期間対立していたという政治的

背景、Argyliam外務大臣が EVGA-1607の活動が Argyliamに対するスパイ行為

であると抗議していること、Argyliam国防大臣が上述のような具体的指示を

し、観測活動を強制的に遮断しようと試みたことを踏まえると、Argyliamが

Kassofに対し強制的・敵対的意図をもって当該行為に臨んだといえる。 

 これらを踏まえると、Palver-3の使用は、「武力の行使」に当たる。 

 よって、Palver-3の使用は、宇宙空間における武力不行使原則（宇宙条約 3

条、国連憲章 2条 4項）に反する。 

  

 
7 Erin Pobjie, “The Meaning of Prohibited ‘Use of Force’ in International Law”, Max 

Planck Institute for Comparative Public Law & International Law, Vol.2022(7), (2022), 

p.14-15. 
8 Ibid. 
9 Ross Brown, “Conflict on the Final Frontier: Deficiencies in the Law of Space Conflict 

below Armed Attack, and How to Remedy Them”, Georgetown Journal of International 

Law, 51(1), (2019), p21. 
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B. Palver-3の使用は、宇宙条約 1条第 2文に違反する。 

宇宙条約 1条第 2文は、「宇宙空間は、すべての国が……自由に探査し及び

利用することができる」と定める。これは、いずれの国も他国の許可を得る必

要なく、また他国による妨害を受けずに宇宙空間の探査及び利用をする権利を

有し10、反対にいずれの国も、たとえ自国の領空を通過するものであっても、他

国が打上げた宇宙物体に対して、宇宙空間の利用を妨害し又は否認するような

方法で、管轄権その他の実力措置を及ぼすことが禁止されるという趣旨である
11。ここにいう宇宙空間の利用は、地上から宇宙空間に向けられる活動のみなら

ず、地球観測のような、宇宙空間から地上に向けられる活動も含む12。 

Kassofが EVGA-1607により宇宙空間から地上を観測することは、宇宙空間の

利用にあたり、Palver-3のレーザー光線を使用して EVGA-1607のセンサーを一

時的・永続的に障害することは、かかる Kassofの宇宙空間の利用を妨害するよ

うな方法で、実力措置を及ぼすものである。よって、Palver-3の使用は同文に反

する。 

宇宙空間の利用の自由は、絶対無制約に保障されるものではなく、他の国際

法上の義務との関係で一定の限界を有する13が、Kassofによる EVGA-1607の使

用は、以下の通り、他の国際法上の義務に違反するものではない。 

宇宙空間はいかなる国家の主権も及ばない領域であるが（宇宙条約 2条）、

主権の及ばない国際空間から他国領域内のデータを収集しても、他国の主権を

侵害して行う観測・偵察には当たらず14、宇宙活動自由の原則の範囲内のものと

して、国際法上許容されている。また、1986年のリモートセンシング原則15で

は、被探査国の観測データへのアクセスと相互協議によって、探査活動国と被

探査国間の利害調整を図ることとし、被探査国の観測への事前同意権を一切規

定していない16。これらを踏まえると、観測衛星を用いた宇宙空間からのデータ

収集は、被探査国の同意を伴わないものであっても適法である。したがって、

本件での EVGA-1607の使用は国際義務違反行為ではない。 

また、Kassof及び Argyliamは、月協定を批准している17。月協定 3条は、す

べての当事国が月を平和的目的にのみ利用しなければならないことを定めると

 
10  Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, 

(2009), p34. 
11 山本草二. ｢宇宙開発｣『未来社会と法』. 筑摩書房現代法学全集.1976, 54. p.32-

43. 
12 S. Marchisto, supra note 10, p.35. 
13 S. Marchisto, supra note 10, p.39. 
14 Bin Cheng, “Studies in International Space Law”, (1997), p.578-584. 
15 Principles Relating to Remote Sensing of the Earth From Outer Space, G.A. Res 

41/65, U.N. Doc. A/RES/41/65 (Dec. 3, 1986) . 
16 中村恵, リモートセンシング法原則の採択について. 商学討究. 1987, 38(1), p.77-

91. 
17 Clarification. 5. 
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ころ、月協定においては、「月」の定義が天体と宇宙空間の双方を含む（同 1

条 2項）ため、平和的利用の義務は宇宙空間も含む宇宙全体に及ぶ18。そして、

宇宙条約 4条第 2文における「平和的目的の……利用」が、非軍事ではなく非

侵略、すなわち自衛権の範囲内の行動と解されている19。実際、月協定を批准し

ているオランダが 2021年 6月に打ち上げ、宇宙物体登録条約に基づいて国連に

登録されている「BRIK-II」という衛星は、登録簿に”Demonstration satellite for 

military purpose”と記載されている通り20、軍事目的で運用されている。そして、

軍備管理条約の遵守検証手段としての軍事衛星の利用（NTM）を認める条約や

国連による多国間衛星監視システムによる信頼醸成を目指す動きを通じて、軍

事偵察衛星をはじめとする攻撃力を持たない軍事衛星は、国際社会の透明化・

信頼醸成に有益であり、国際環境を安定させるものとして適法であるとの認識

が 1970年代までには定着した21。これらを踏まえると、軍事偵察衛星の使用は

宇宙空間の平和的利用の義務を定める月協定 3条に反しない。したがって、本

件において、EVGA-1607の使用が、Argyliamが主張したような、Argyliamの重

要インフラ施設及び軍事施設を監視する偵察衛星であったとしても、適法であ

る。 

よって、Palver-3の使用は宇宙条約 1条に違反する。 

C. Palver-3の使用は、宇宙条約 9条第 1文に違反する。 

宇宙条約 9条第 1文は、条約の当事国が他のすべての当事国の対応する利益

に妥当な考慮を払って宇宙空間における活動を行うべきことを定める。妥当な

考慮を払うとは、一定の水準の配慮、注意や観察を実行することであり22、その

判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関、Inter-Agency Debris 

Coordination Committee（IADC）によって受け入れられ、支持されている行為規

範が参照される23。 

かかる規範の代表として広く参照されているのが、2019年 6月に国連宇宙空

間平和利用委員会（COPUOS）の加盟国 92か国の全会一致により採択された

 
18 青木節子, “宇宙の軍事利用を規律する国際法の現状と課題, 総合政策学ワー

キングペーパーシリーズ, Vol.67, (2005), p.9. 
19 Ibid. p.14 
20 U.N. Doc, ST/SG/SER.E/1030, (Dec. 3, 2021). <https://documents-dds-

ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement> 
21 青木, supra note, p.20-22 
22 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009), 

p.175-176. 
23 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013), p.133. 

https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement
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24、宇宙活動に関する長期持続可能性（LTS）ガイドラインである25。同ガイド

ラインは B.10に「宇宙空間を通過するレーザービーム源を使用する際の予防策

の遵守」を定めており、具体的には、地球近傍を通過する光線を発生させるレ

ーザーを用いる事業者に対し、通過する宇宙物体にレーザーが偶発的に照射さ

れる可能性について分析すること、加えて、そうした場合の照射の威力を当該

他の宇宙物体との距離に応じて定量的に評価することを要求している。 

本件において、Palver衛星群はレーザーを用いたシステムゆえ Argyliamには

上記の義務があったところ、まず Palver-3によるレーザーの照射に際して、

Argyliamは Charalg社提供のデータを「ターゲティングデータ」として用いるに

とどまり、EVGA-1607の周囲の衛星の有無等を確認する安全配慮を怠ってい

た。仮に確認を行っていたとしても、物体衝突回避という異なる目的で提供さ

れていた Charalg社のデータを流用し参照したにすぎなかったことは、レーザー

の精度の最大化を怠った点で、EVGA-1607以外の宇宙物体への照射という事故

の発生可能性の分析として周到とはいえない。さらに、「目くらまし」と称し

て照射したレーザーによって衛星が一機破壊されているという事実から、威力

の評価も十分に行われたとはいえない。 

以上のことから、Argyliamは LTSガイドラインに定めるレーザー事業者とし

ての義務を怠り、妥当な考慮を払っていない。 

よって、Palver-3の使用は宇宙条約 9条第 1文に違反する。 

D. Palver-3の使用は、対抗措置として正当化されない。 

 国際法において、いずれの国も他国が国際法上の義務に反するような状況が

存在すると判断した場合には、対抗措置を通じて自らの権利を維持・尊重させ

ることができるとされ26、国家責任条文 22条は、対抗措置を構成する場合に

は、国際法上の義務に反する行為の違法性が阻却されるとする。Palver-3の使用

は、武力の行使である点、他国の先行国際違法行為に向けられた措置ではない

点、均衡性を欠く点、国際法上の義務遵守を促すための撤回可能な手段ではな

い点で、国際慣習法上の対抗措置の要件を満たさず、正当化されないことを主

張する。 

 
24 宇宙政策委員会第 81回会合議事次第. “宇宙活動に関する長期持続可能性

（LTS）ガイドライン”. 内閣府, (2019). 

<https://www8.cao.go.jp/space/comittee/dai81/sankou6.pdf> (参照 2023-2-19). 
25 “Guidelines for the Long-term Sustainability of Outer Space Activities”, 

A/AC.105/2018/CRP.20 (Jun. 29, 2018). 

<https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.

pdf> p.72. 
26 Case concerning the Air Service Agreement of 27 March 1946 between the United 

States of America and France, Decision of 1978, RIAA, Vol. XVIII, p.417, para.81.  

https://www8.cao.go.jp/space/comittee/dai81/sankou6.pdf
https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.pdf
https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.pdf
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i. Palver-3の使用は武力の行使であるため、対抗措置の要件を満たさない。 

武力の行使は国際法上禁じられており（国連憲章 2条 4項）、安全保障理事

会の決定による集団安全保障上の措置及び国家の自衛権の行使としての武力行

使が、例外的に認められているに過ぎない。また、国家責任条文 50条 1項(a)に

あるように、武力の行使を慎む国連憲章上の義務は対抗措置によって影響され

るものではなく、いかなる武力行使も対抗措置等の国家責任条文上の違法性阻

却事由によって正当化することは許されない。先述の通り、Palver-3の使用は武

力の行使である。よって、対抗措置の要件を満たさない。 

ii. Palver-3の使用は他国の先行国際違法行為に向けられた措置ではないため、

対抗措置の要件を満たさない。 

 対抗措置は、他国の先行国際違法行為に向けられた措置であることを要する27

（国家責任条文 49条 1項、2項）。すなわち、対抗措置が向けられた国に国際

違法行為が存在することを要し、その判断は事後的に客観的に行われる28。 

 本件において、Argyliamは、停止を要求したにもかかわらず Kassofが EVGA-

1607によるスパイ活動を継続していたとして、Palver-3を使用した29。しかし、

先述の通り、Kassofによる EVGA-1607の使用は国際法に違反しない。 

 よって、対抗措置の要件を満たさない。 

iii. Palver-3の使用は均衡性を欠くため、対抗措置の要件を満たさない。 

  国際慣習法上、対抗措置は、先行する国際違法行為に対して均衡性を有するも

のでなければならない30ところ、Paver-3の使用は均衡性を有するか。均衡性の

判断基準が問題となる。 

 この点、米仏航空業務協定事件は、単に両国の指定航空会社が被った損失を

比較するだけでなく、経由地における機種変更を認めないというフランス当局

の原則的立場の重要性や、アメリカの航空運輸政策における、機種変更を伴う

運航の許容性という問題の重要性を考慮し、アメリカの採った対抗措置は明ら

かに不均衡とはいえないとしている31。また、ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計

画事件において、ハンガリーがチェコスロバキアとのダニューブ河に関わる共

同事業における作業を中止したことに対し、チェコスロバキアが暫定的解決策

を開始運用したことは、ダニューブ河の天然資源の公平かつ合理的な配分を得

 
27 Gabcikovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgement, ICJ Reports 1977, 

p.7, paras.82-87. 
28 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), p.130. 
29 Compromis, para.8. 
30 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, (2001), 

Article 51; Gabcikovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgement, ICJ Reports 

1977, p.7, paras.82-87.  
31 山田卓平, “対抗措置-米仏航空業務協定事件-”, 国際法判例百選第 3版, 

(2021). 
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る、一般国際法上の国際水路公平利用原則に基づく権利をハンガリーから奪う

ものであるため、均衡性を有しないとしている32。これらを踏まえ、均衡性は、

対抗措置の効果と、先行行為の結果を、量的質的観点から多角的に考慮して判

断されると解する33。判断に当たっては、違反する国際法上の原則の重要性や違

反の重大性、当事国以外の国に与える影響も考慮されると解する34。 

  仮に EVGA-1607の使用が、月協定 3条に違反する偵察行為であった場合に、

Palver-3の使用が均衡性を有するか検討する。EVGA-1607による偵察行為は、

Argyliamの独立、領土保全、永世中立を侵すものだと Argyliamは主張するかも

しれない。しかし、平時においては、軍事偵察衛星は国際社会の透明化・信頼

醸成に有益であり、国際環境を安定させるものとして機能するのであり、2027

年に政治的対立を解消したばかりの Argyliamと Kassofの間においては、両国間

の協調的な安全保障の発展に資するものである。また、侵略的な宇宙活動のみ

ならず偵察衛星の使用を含む軍事的な宇宙活動を禁止する原則は、国際慣習法

ではなく、月協定 3条上の当事国間の義務に過ぎないため、比較的重要ではな

い35。これらを踏まえると、EVGA-1607の使用の結果は量的質的に見て小さ

い。片や Palver-3の使用について見れば、まず、光線の照射による目くらまし

は、たとえそれ自体物理的な被害をもたらさない形で用いられたとしても、相

手の衛星の運用を阻害することにより当該相手国からの信頼を損ない、安全保

障環境の悪化をもたらすものである。また、Argyliamが違反した宇宙条約は、

宇宙の憲法と称されることもあり、宇宙の探査利用に関する最も重要な国際的

文書である36。加えて、その 1条は特にすべての宇宙活動規則についての大前提

を提供するもの37であり、当該規範への違反は質的にみて著しく重大である。 

したがって、対抗措置の効果と先行国際違法行為の結果には不均衡であり、

Palver-3の使用は均衡性を欠く。 

対抗措置の要件を満たさない。 

 
32 大森正仁, ”緊急避難と対抗措置-ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件”, 国

際法判例百選第 3版, (2021). 
33 山田卓平, ”緊急避難と対抗措置-ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件”, 国

際法判例百選第 2版, (2011). 
34 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001). p.134-135 
35 青木節子, “宇宙の軍事利用を規律する国際法の現状と課題, 総合政策学ワー

キングペーパーシリーズ, Vol.67, (2005), p.14. 
36 小塚, 佐藤編. 宇宙ビジネスのための宇宙法入門, 第二版. 有斐閣, (2021), p.35. 
37 Ibid. 
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iv. Palver-3の使用は国際法上の義務遵守を促すための撤回可能な手段ではない

ため、対抗措置の要件を満たさない。 

対抗措置は、国際法上の義務遵守を促すための撤回可能な手段であることを

要する38。本件において、Palver-3の使用は、先述の通り、一時的（dazzle）の

みならず永続的（blind）にセンサーを障害することを狙ったものである。そも

そも、⼀時的または永続的な損傷を引き起こす可能性のあるものの間の閾値を

確立することは技術的に困難とされている39。そして、宇宙空間において障害さ

れたセンサーを修理することは技術的に困難である。そのため、Palver-3の使用

は EVGA-1607に永続的かつ不可逆な障害を与えるものであるといえる。また、

仮に一時的に妨害する意図であったとしても、実際に Iriord-8の電子部品に損傷

を与えていることから、衛星の機能を不可逆的に損傷させる程に高出力のレー

ザー照射であった。 

したがって、EVGA-1607による偵察を停止するという国際法上の義務遵守を

促すための撤回可能な手段とは言えない。 

よって、Palver-3の使用は対抗措置の要件を満たさない。 

II. Argyliamは Iriord-8の破壊に対して賠償責任を負う。 

A. Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、国際慣習法上の賠償責任を負う。 

 国際慣習法上、国際違法行為と損害との間に因果関係がある場合に当該損害

に対する賠償責任が発生する40。本件において、これまで述べてきた通り、

Palver-3の使用は国際法に違反する行為であり、Koligianには、登録国として宇

宙条約 8条に基づき管轄権を有する Iriord-8の破壊という損害が発生しており、

かかる損害は Palver-3の使用によって直接発生しているから、当然因果関係を

有する。したがって、Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、国際慣習法上の賠償責

任を負う。 

 違法性阻却事由の援用によっても、問題の行為により生じた物質的損害の金

銭賠償問題は免責されないとする国家責任条文 27条(b)や、緊急避難行為による

損害についての金銭支払い義務を否定する被告の主張は国際法の原則の意味す

 
38 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, (2001). 

Article 49(1, 2); Gabcikovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgement, ICJ 

Reports 1977, p7. paras.82-87. 
39 BOHACEK, Petr, Peaceful use of lasers in space : commentary on the responsible use 

of lasers in space in reaction to the UNGA Resolution 75/36, Peaceful Use of Lasers in 

Space (PULS), 2021. p6. 
40 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, (2001). 

Article 49(1, 2). 
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るところではないとする CMS事件裁定判決41にも示されているように、原則と

して、国際法上の義務違反が、違法性阻却事由の存在により正当化される場合

であっても、当該行為国は物理的損害の賠償責任を免れない。 

B. Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、宇宙損害責任条約 3条に基づく賠償責任

を負う。 

宇宙損害責任条約 3条によると、損害が、打上げ国の宇宙物体に対して他の

打上げ国の宇宙物体により地表以外の場所において引き起こされた場合には、

当該他の打上げ国は、その損害が自国の過失又は自国が責任を負うべき者の過

失によるものであるときに限り責任を負う。 

 宇宙物体である Palver-3の「打上げ国」（同条約 1条(c)）は Argyliamである
42。宇宙物体である Iriord-8の「打上げ国」は、その登録国が Koligianであるこ

とから、Koligianである（宇宙物体登録条約 2条 1項）。また、Iriord-8の破壊

という損害は、Palver-3により宇宙空間において引き起こされた。では、Iriord-8

の破壊は Argyliamの過失によるものであるといえるか。 

 過失の判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関や IADCによ

って受け入れられ、支持されている、最も関連する行為規範が参照されるべき

である。これらの行為規範は、どのような手続きや行為をなすべきであったの

かについての根拠となり、広く受け入れられたこれらの規範が遵守されている

のであれば、過失を推定する余地はない43。 

先述のとおり、Argyliamには LTSガイドラインへの明確な違反が認められる
44から、過失の存在が推定される。その他、Argyliamの過失を否定するに値する

ような規範遵守の事実は確認されない。 

したがって、損害は Argyliamの過失によるものであるといえる。 

よって、Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、宇宙損害責任条約 3条に基づく賠

償責任を負う。 

III. Koligianによる Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、国際法に違反

しない。 

A. Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、宇宙条約 8条第 1文に違反しな

い。 

 宇宙物体の登録国は、その宇宙物体の管轄権及び管理の権限を有する（宇宙

条約 8条第 1文）。Palver-2の登録国ではない Koligianが、軌道管理のために、

 
41 CMS Gas Transmission Company v. Argentina (lCSID Case No. ARB/Ol/8), Award 

(12 May 2005). para390. 
42 Compromis, para.5. 
43 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013), p.133. 
44 主張 1.C. 
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Palver-2を破壊したことは、登録国である Argyliamが Palver-2に対して有する管

轄権及び管理を侵害し、宇宙条約 8条第 1文に違反しないか。 

 この点、宇宙物体に対する管轄権及び管理の権限は永続的なものであるか

ら、当該宇宙物体が機能を失うなどした場合であっても、これを一方的に除去

することは、宇宙条約 8条第 1文に違反するとの見解がある45。しかし、無用と

なった宇宙物体について所有者が注意を払わないことは十分あり得、宇宙物体

に対する永続的な管轄権及び管理の権限を認めることは、スペースデブリを除

去して低減する試みを妨げる46。そのため、効果的な物理的コントロールができ

なくなった時点で、管轄権及び管理の権限は終了すると解するべきである47。 

本件において、Palver-2は、2031年 5月 10日に予期せず何の説明もなくコマ

ンドに応答しなくなり、制御するすべての能力が失われ、回復できなかった48。

そのため、Palver-2の効果的な物理的コントロールが不可能となった同日時点

で、Argyliamの Palver-2対する管轄権及び管理の権限は終了した。よって、

ASATミサイルを使用してこれを破壊したことは、Argyliamの Palver-2に対する

管轄権及び管理の権限を侵害せず、宇宙条約 8条第 1文に反しない。 

また、仮に Argyliamの Palver-2対する管轄権及び管理の権限は終了していた

と認められない場合であっても、ASATミサイルを使用してこれを破壊したこ

とが宇宙条約 8条第 1文に反しないことを以下で論じる。 

宇宙物体に対する管轄権及び管理の権限には、一定の限界が存在する49。海洋

法上、船員が残っておらず、返還し再起させる意思のない船は、遺棄船とな

り、サルベージの対象となることと同様に50、効果的な物理的コントロールを失

った宇宙物体は、除去の対象となるというべきである51。上述した通り、Palver-

2は効果的な物理的コントロールを失ったから、これを除去しても宇宙条約 8条

第 1文に反しない。 

加えて、宇宙物体に対する管轄権及び管理の権限には、宇宙条約 9条に基づ

く限界が存在する52。そのため、危険な宇宙物体を意図的に除去しないことは他

 
45 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, (1989). 

p152. 
46 Diederiks-Verschoor, "Harm Producinçt Events Caused by Fragments of Space 

Objects (Debris)" (1982), 25 Colloquium Law of Outer Space 1 p2. 
47 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, (1989). 

p151. 
48 Compromis, para12. 
49 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, 

(1989). p153. 
50  R.C. Hall, "Comments on Salvlège and Removal ~ of Man-Made abjects From Outer 

Space" (1966), 9 Colloquium Law of outer Space 117. p119. 
51 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, 

(1989). p155. 
52 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, (1989). 

p156-157. 
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国の対応する利益に妥当な考慮を払うものではない53以上、かかる場合には、こ

れを除去しても宇宙条約 8条第 1文に反しない54と解すべきである。本件におい

て、Palver-2は制御不能であり、またレーザーがアクティブ状態を保っていたこ

とから、他国の衛星との衝突や、他国の衛星に対するレーザーの照射により、

他国の衛星を障害する危険を有していた。Koligianらが、Palver-2の軌道管理の

ための緊急措置をとるよう要請したところ、Argyliamは、Palver-2を SSVとラ

ンデブーしリブーストさせることで、軌道上にとどめることを宣言した55。その

ため、Argyliamは、危険な宇宙物体である Palver-2を意図的に除去しないとい

える。よって、Palver-2を除去しても宇宙条約 8条第 1文に反しない。 

したがって、Koligianが ASATミサイルを使用してこれを破壊したことは、宇

宙条約 8条第 1文に反しない。 

 

B. Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、宇宙条約 9条第 1文に違反しな

い。 

宇宙条約 9条第 1文は、条約の当事国が他のすべての当事国の対応する利益

に妥当な考慮を払って宇宙空間における活動を行うべきことを定める。妥当な

考慮を払うとは、一定の水準の配慮、注意や観察を実行することであり56、その

判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関や IADCによって受け

入れられ、支持されている行為規範が参照される57。 

先進国を中心とした宇宙機関で構成される委員会である IADCが作成し、各

国宇宙機関がこれに対応した標準を定める、IADCスペースデブリ低減ガイドラ

イン 5.2.2では、「運用フェーズの間、破砕や制御機能の喪失を招く恐れの有る

故障の発生を検出するためにスペースシステムを定期的に監視」し、「不具合

が検出されたなら適切な回復手段を計画すること。さもなければ廃棄あるいは

無害化手段を計画し、実施すること。」を要求している。また、同ガイドライ

ン 5.2.3は、「他のシステムへの衝突リスクを大きく増加させる意図的な破壊行

為（自爆、意図的衝突等）及び他の有害な行為は避けること。例えば、意図的

な破壊は、破片の軌道寿命が短期間になるように充分低い高度で実施するこ

 
53 D.M. Wanland, "Hazards to Navigation in Outer Space: Legal Remedies and Salvage 

Law", (1985). p8. 
54 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, (1989). 

p156-157. 
55 Compromis, para13. 
56 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009), 

p.175-176.  
57 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013), p.133. 
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と。」と定める58。さらに、COPUOSが作成し、国連総会決議で承認されたス

ペースデブリ低減ガイドラインは、「意図的破壊が必要な時、残留破片の軌道

滞在期間を制限するために十分低い高度で行わなくてはならない」と定める59。

これによると、意図的な破壊は、回避されるべきではあるが、絶対的に禁止さ

れているものではなく、必要がある場合に、十分低い高度でこれを行うこと

は、ガイドラインに即した行動である。 

本件において、Palver-2の制御機能の喪失という不具合が検出されており、

Argyliamは不具合の回復手段として、SSVを用いたリブーストの計画を発表し

たが、同計画は適切な回復手段とは言えない。Palver-2は、他の宇宙物体と衝突

する危険があるのみならず、自発的にレーザー光線を発射し他の宇宙物体を損

傷させる危険を孕んでおり、開始からランデブーだけで約 24時間も要するとい

う SSV計画はかかる緊急事態に迅速に対処できないものであった。また、当時

の Palver-2を軌道上サービスの対象として見た場合、姿勢・軌道制御が不能で

ある点で、デブリと同様の「非協力ターゲット」60と呼ばれうる状態にあった。

そのため接近、運動量推定、推進系取付け等のいずれにおいても協力ターゲッ

トへの措置と比べて遥かに高度な技術を要し61、リオ―ビット措置を施す難易度

は著しく高い。同計画は宇宙空間での実証を経ていないという事情も踏まえる

と、成功する確率は極めて低く、不適切な手段であったといえる。そのため、

適切な回復手段を講じられない以上は先述のガイドラインに従い、廃棄や無害

化を実施する必要があった。廃棄・無害化の手段として、SSVの使用や自然落

下により大気圏に再突入させる措置も考えられるが、レーザーが自発的にアク

ティブ化する可能性がある以上、150機の衛星がある混雑軌道を下降して大気圏

に突入させるこれら手段の危険性は高い。このような状況下では、上述のガイ

ドラインに従った意図的な衛星破壊措置をとることが迅速かつリスクを最低限

に抑えた廃棄・無害化措置であり、そのような措置として ASATミサイルの使

用は適切であった。Palver-2は当初、高度 200kmに配備されていたことから62、

ASATミサイルにより破壊された際も Palver-2は高度 200kmかそれ以下に存在

したと考えられ、Palver-2は一般に高度 2000km以下が低軌道とされていること

 
58 “Guidelines for the Long-term Sustainability of Outer Space Activities”, 

A/AC.105/2018/CRP.20 (Jun. 29, 2018). 
59 Space Debris Mitigation Guidelines of the Committee on the Peaceful Uses of Outer 

Space, United Nations Office for Outer Space Affairs, (2010). 
60 西田信一郎, 照井冬人, 河本聡美. "デブリ除去技術へのアプローチ." 計測と制御 

41.8. (2002), p.575-576. 
61 Ibid; 加藤明. スペースデブリ-宇宙活動の持続的発展をめざして-, 地人書館. 

(2015), p.153. 
62 Compromis, para.5. 
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63、高度 100kmから大気がなくなるとされていること64、実際、ASATミサイル

による破壊により発生したデブリはすべて燃焼していること65を踏まえると意図

的破壊は十分に低い高度で行われたものといえる。 

したがって、ASATミサイルによる Palver-2の破壊は、上述のガイドラインに

即した行動である。 

そのため、Koligianは一定の水準の配慮、注意や観察を実行したといえ、宇宙

条約 9条第 1文に違反しない。 

C. Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、緊急避難として正当である。 

 国際慣習法上、行為が、重大で差し迫った危険から本質的利益を守るため、

国家にとっての唯一の方法である場合であり、かつ、義務の存在する国家又は

国際社会全体の国家の本質的利益に対し、重大な侵害を与えない場合には、国

際法上の義務の違反はその違法性を阻却される（国家責任条文 25条）。仮に、

Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、不干渉義務や、妥当な考慮を払う義

務に違反する場合であっても、上記の要件を満たし、緊急避難として正当化さ

れるため、国際法に違反しないことを主張する。 

 なお、先述の通り、武力の行使は、安全保障理事会の決定による集団安全保

障上の措置及び国家の自衛権の行使として、例外的に認められているに過ぎな

いから、武力の行使は緊急避難により正当化されない。しかし、本件における

ASATミサイルの使用は、制御能力が失われた Palver-2に対してデブリ除去目的

で行われた行為であり、衛星の登録国に対する敵対的意図は存在しないこと、

二次的な影響が発生しないように配慮した十分に低い高度で破壊していること

等を考慮すれば、武力の行使に当たらないことは明らかである。 

i. ASATミサイルの使用は、高密度軌道への Palver-2の侵入という重大で差

し迫った危険から本質的利益を守るための、唯一の方法であった。 

 「本質的利益」とは、国家や国民の特定の利益だけでなく、国際社会全体の

利益をも含み、全ての事情を基礎として客観的に判断される66。本件において、

Koligianが登録国として管轄権を有する 5基の衛星の他、合計 150機の衛星が運

用されている高密度軌道に、Palver-2が侵入すると、Palver-2との衝突や自発的

にアクティブ化したレーザー光線に照射により、これらの衛星が損傷し、イン

ターネットサービスの提供が妨げられる危険があった。さらに、無数のデブリ

 
63 JAXA第一宇宙技術部門. “様々な人工衛星”, 

<https://www.satnavi.jaxa.jp/ja/satellite-knowledge/whats-eosatellite/satellite-

type/index.html> (参照 2023-2-19) 
64 Ibid. 
65 Compromis, para.14. 
66 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 

<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>, p.83. 

https://www.satnavi.jaxa.jp/ja/satellite-knowledge/whats-eosatellite/satellite-type/index.html
https://www.satnavi.jaxa.jp/ja/satellite-knowledge/whats-eosatellite/satellite-type/index.html
https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf


 

23 

 

が発生し宇宙空間の利用が阻害される恐れも存在した。衛星を運用しインター

ネットサービスを提供することは、宇宙空間の利用の自由として宇宙条約 1条

が各国に保障する重要な利益であり、今日の国際社会において、インターネッ

トサービスをはじめとする不可欠のインフラを衛星が支えている。特に Koligian

は衛星を利用した電気通信のデジタル化が進んでおり、多くの国家サービスが

これに依拠していること67も鑑みると、宇宙空間のデブリ汚染が少ない状態でイ

ンターネットサービスを提供する衛星を運用することは、Koligian及び国際社会

全体にとって、「本質的利益」にあたる。 

「重大で差し迫った危険」該当性の判断につき、ガブチコヴォ・ナジュマロ

シュ計画事件では、「緊急避難を主張する者が緊急避難の成否の唯一の判断者

ではない」としているが68、その時点において、合理的に入手可能な証拠に基づ

き危険が確立されているのであれば、緊急避難の成立は否定されないと解すべ

きである。なぜなら、実際に危険が発生していない以上、科学的に確実な判断

はできず、専門家でも意見が分かれることもあるはずだからである69。ASATミ

サイルを使用した、2031年 5月 11日夕方時点において、Palver-3は 2031年 5月

13日に高密度軌道へ侵入すると見込まれており70、危険の現実化は確実で、差

し迫っていたといえる。また、同時点において、Palver-2は制御不能するすべて

の機能が失われており、Argyliam国防省の公式発表によると、Palver-2のレーザ

ー光線が自発的にアクティブ化する可能性が存在していた71。Palver-2との衝突

やレーザー光線の照射により衛星が滅失した場合、その衛星を利用する各国の

国家サービスや民間サービスに障害が生じ、国家や国民の日常生活、人命にま

で影響を生じさせうるため、危険は重大なものであるといえる。 

「唯一の方法」といえるためには、より適法な他の取り得る方法があっては

ならず、他の取り得る方法には、その国単独の行為だけではなく、他国や国際

組織と協力することで実施可能なものも含まれる72。2031年 5月 11日朝に

Koligianらが Argyliamに Palver-2の軌道管理のための措置を要請した際に、

Argyliamが提示した、一度も宇宙実証されていない SSVを打ち上げて Palver-2

を捕獲し、リブーストさせるという手段では、上記の危険を回避できる可能性

が低い。また、SSVの使用による移動や自然落下による大気圏再突入といった

手段と比べても、ASATミサイルによる即時破壊が宇宙条約 9条に照らし最も適

 
67 Compromis, para.10. 
68 Gabcikovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgement, ICJ Reports 1977, P7, 

para.51. 
69 Ibid. 
70 Compromis, para.12. 
71 Compromis, para.12. 
72 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 

<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>, p83. 

https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf
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切な措置であったことは先述の通りである。これらを踏まえると、ASATミサ

イルによる Palver-2の破壊以外に、より適法な取り得る方法があったとは言え

ない。 

よって、ASATミサイルによる Palver-2の破壊が、「唯一の方法」であったと

いえる。 

ii. ASATミサイルの使用は、Argyliam又は国際社会全体の国家の本質的利益に

対し、重大な侵害を与えない。 

義務の存在する国家又は国際社会全体の国家の本質的利益に対し、重大な侵

害を与えないとは、対立する他の合理的な利益を評価して、保護しようとした

利益がこれを上回ることを意味する73。 

 本件において、Palver-2は完全に制御が失われ回復不能であったこと、仮に制

御を失った Palver-2が Palverシステム全体を有効に機能させる役割を果たし得

たとしても、同システムは実証段階にあって74、現に Argyliamの安全保障にお

いて重要な役割を果たしているものではないことから、Palver-2を破壊されない

利益は、非常に重要とまでは言えない。また、ASATミサイルによる Palver-2の

破壊によって、デブリが発生し、150機のコンステレーションを運用する各国の

宇宙空間の利用の自由を侵害することもあり得るが、先述の通り、Palver-2を

ASATミサイルにより破壊することが、スペースデブリ低減ガイドラインに合

致し、デブリ低減の観点から最適な手段であったため、国際社会全体の国家の

本質的利益の侵害はない。これに対し、150機のコンステレーションを運用する

各国の宇宙空間の利用の自由は先述の通り重要である。 

  よって、ASATミサイルの使用は、Argyliam又は国際社会全体の国家の本質

的利益に対し、重大な侵害を与えない。 

IV. Koligianは Palver-2の破壊に対して賠償責任を負わない。 

 先述の通り、国際慣習法上、国際違法行為と損害との間に因果関係がある場

合に当該損害に対する賠償責任が発生する。本件においては、これまで述べた

通り、Koligianに国際違法行為が存在しないので、Palver-2の破壊に対して

Koligianは賠償責任を負わない。 

 また、先述の通り、国際法上の義務違反が違法性阻却事由の存在により正当

化される場合であっても、当該行為国は物理的損害の賠償責任を免れないの

が、原則である。そのため、ASATミサイルの使用が緊急避難により正当化さ

れる場合には、Koligianは Palver-2の物質的損害に対する金銭賠償の責任を免れ

ないとも思える。 

この点、経済危機に際してアルゼンチンが講じた一連の措置により被害を受

けた外国投資家が、母国とアルゼンチンの間の投資協定を援用し、投資仲裁に

 
73 Supra note.49. 
74 Compromis, para.5. 
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より損害賠償を請求した LG＆E事件決定75では、国家責任条文 27条が、緊急事

態期間に損害を被った当事者に金銭を支払うべきか否かを明確にしていないと

述べた上で、緊急事態期間に被った損害は投資家が負担すべきであると判断し

た。そのため、国家責任条文 27条は絶対的なものではなく、緊急避難により発

生した損害につき、被害側が負担することが公平に適う事情がある場合には、

緊急避難を行った国は、物質的損害に対する金銭賠償の責任を免れるものと解

する。 

本件において、Palver-2は制御不能に陥り、かつレーザーがアクティブ状態で

あったために、Koligianがこれを除去するに至った。衛星の構造的な原因ゆえ

に、当該衛星が除去された場合においては、その衛星を打ち上げて運用するこ

とで利益を得る国が、衛星の損失という損害を負担するのが公平である。した

がって、Palver-2の破壊についての負担は、Argyliamが負うべきである。 

よって、ASATミサイルの使用が緊急避難により正当化される場合おいて

も、Koligianは物質的損害 Palver-2に対する賠償責任を負わない。 

  

 
75 LG&E Energy Corp., LG&E Capital Corp. and LG&E International Inc. v. Argentina 

(ICSID Case No. ARB/02/1). Decision on Liability (3 October 2006), para264. 
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法廷への請求 

 

以上の理由から、被告 Koligianは、国際司法裁判所に対し、以下の事項を判決

し、宣言することを請求する。 

 

Ⅰ. Palver-3の使用は国際法違反であった。 

Ⅱ. Argyliamは Iriord-8の破壊に対して賠償責任を負う。 

Ⅲ. Koligianによる Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、国際法に違反し

ない。 

Ⅳ. Koligianは Palver-2の破壊に対して賠償責任を負わない。 

 


